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○大津市指定居宅サービス事業者等の指定等に関する規則 

平成１８年３月１７日 

規則第２６号 

  改正 平成２１年５月１日規則第１１１号 

  平成２４年３月３０日規則第５６号 

  平成２４年１２月２５日規則第１５４号 

  平成２８年４月１日規則第６０号 

  平成３０年３月３１日規則第２２号 

  平成３０年１０月１日規則第７７号 

  令和３年４月１日規則第２９号 

  （平２４規則５６・改称） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）及び介護保

険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）に定めるもののほ

か、指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、介護保険施設、指定介護予防

サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者（以下「事業者等」という。）の

指定等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（平２４規則５６・一部改正） 

（指定等の方針） 

第２条 市長は、認知症高齢者、要介護高齢者等の住み慣れた自宅及び地域での生活を支えるた

め、地域に開かれ、良質なサービスを提供する指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密

着型介護予防サービス事業者の指定に努めるとともに、質の高い介護サービスの提供及び安定

的な運営が見込める介護保険施設の指定並びに開設の許可に努めるものとする。 

（平２４規則５６・一部改正） 

（事前選考） 

第３条 法第４２条の２第１項本文、第４８条第１項第１号若しくは第５４条の２第１項本文の

指定（以下この条、第５条及び第１４条において「指定」という。）又は法第９４条第１項若

しくは第１０７条第１項の許可（以下この条、第５条及び第１４条において「許可」という。）

を受けようとする者（地域密着型通所介護の事業を行う事業所に係る法第４２条の２第１項本
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文の指定を受けようとする者を除く。）は、法第７８条の２第１項、第８６条第１項若しくは

第１１５条の１２第１項の規定による指定の申請又は法第９４条第１項若しくは第１０７条第

１項の規定による許可の申請をする前に、市長の定める時期に、設立計画書（様式第１号）を

市長に提出するよう努めなければならない。 

２ 市長は、前項の設立計画書が提出されたときは、大津市附属機関設置条例（平成２４年条例

第４９号。以下この条において「条例」という。）第１条の規定により設置する大津市地域密

着型サービス・施設サービス審査委員会（以下「委員会」という。）において審査させた上、

当該設立計画書を提出した者を指定又は許可することが適当であるかどうかを決定し、その結

果をその者に通知するものとする。 

３ 条例第４条の規定に基づく委員会の組織、運営等に関し必要な事項は、次に掲げるとおりと

する。 

（１） 委員会は、市長の諮問に応じ、指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介

護予防サービス事業者の指定又は介護保険施設の許可に関し必要な事項について調査審議し、

その結果を答申する。 

（２） 条例第３条の規定に基づき委嘱し、又は任命する委員の数は、アからエまでに掲げる

条例別表委員の構成欄に規定する委員の区分に応じ、当該アからエまでに定める数とする。 

ア 学識経験を有する者 ２人以内 

イ 介護サービス事業者（大津市介護保険条例（平成１８年条例第１３号）第４条に規定す

る介護サービス事業者をいう。） ２人以内 

ウ 市民団体から選出された者 ２人以内 

エ 市長が指名する市職員 ６人以内 

（３） 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（４） 委員は、再任されることができる。 

（５） 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

（６） 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

（７） 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（８） 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長となる。 

（９） 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
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（１０） 会議は、原則として公開する。ただし、会議の決定により非公開とすることができ

る。 

（１１） 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。ただし、指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者の指定又は介護保険施設の許可を受けようとする者の事業計画の審査については、

出席した委員による審査結果に基づき議長が定める方法により決するものとする。 

（１２） 委員長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、説明又は意見

を聴くことができる。 

（１３） 委員会の庶務は、健康保険部長寿政策課事業所・施設整備室において処理する。 

（１４） 前各号に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に

諮って定める。 

（平２１規則１１１・平２４規則５６・平２５規則１５４・平２８規則６０・平３０規

則２２・令３規則２９・一部改正） 

（指定等の申請） 

第４条 法第７０条第１項、第８６条第１項及び第１１５条の２第１項の規定による指定の申請

並びに法第９４条第１項及び第１０７条第１項の規定による許可の申請は指定・許可申請書（様

式第２号）により、第７８条の２第１項及び第１１５条の１２第１項の規定による指定の申請

は指定申請書（様式第２号の２）により、それぞれ行うものとする。 

（平２１規則１１１・平２４規則５６・平２８規則６０・平３０規則２２・一部改正） 

（標示） 

第５条 指定又は許可を受けた者は、その旨を当該指定又は許可に係る事業所又は施設の見やす

い場所に標示するものとする。 

（平２４規則５６・一部改正） 

（指定居宅サービス事業者等の特例に係る別段の申出） 

第６条 法第７１条第１項ただし書及び第７２条第１項ただし書（法第１１５条の１１において

これらの規定を準用する場合を含む。）の規定による別段の申出は、指定を不要とする旨の申

出書（様式第３号）により行うものとする。 

（平２４規則５６・追加） 

（変更の届出等） 

第７条 法第７５条第１項、第７８条の５第１項、第８９条、第９９条第１項、第１１３条第１
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項、第１１５条の５第１項及び第１１５条の１５第１項の規定による届出は、施行規則第１３

１条第１項、第１３５条、第１３７条第１項、第１４０条の２の２及び第１４０条の２２第１

項に掲げる事項の変更に係るものにあっては変更届出書（様式第４号）により、施行規則第１

３１条の１３第１項及び第１４０条の３０第１項に掲げる事項の変更に係るものにあっては変

更届出書（様式第４号の２）により、休止した事業又は介護老人保健施設若しくは介護医療院

の再開に係るものにあっては再開届出書（様式第５号）により、それぞれ行うものとする。 

２ 法第７５条第２項、第７８条の５第２項、第９９条第２項、第１１３条第２項、第１１５条

の５第２項及び第１１５条の１５第２項の規定による届出は、廃止・休止届出書（様式第６号）

により行うものとする。 

（平２１規則１１１・一部改正、平２４規則５６・旧第６条繰下・一部改正、平２５規

則１５４・平３０規則２２・一部改正） 

（指定の辞退） 

第８条 法第７８条の８及び第９１条の規定による指定の辞退は、指定辞退届出書（様式第７号）

により行うものとする。 

（平２１規則１１１・一部改正、平２４規則５６・旧第７条繰下・一部改正、平３０規

則２２・一部改正） 

（更新の申請） 

第９条 法第７８条の１２、第１１５条の１１及び第１１５条の２１において準用する法第７０

条の２第１項、第８６条の２第１項並びに第１０７条の２第１項の規定による指定の更新並び

に法第９４条の２第１項及び第１０８条第１項の規定による許可の更新（第１４条において「指

定等の更新」という。）申請は、指定・許可更新申請書（様式第８号）により行うものとする。 

（平２１規則１１１・一部改正、平２４規則５６・旧第８条繰下・一部改正、平３０規

則２２・一部改正） 

（介護老人保健施設等の開設許可事項の変更許可申請） 

第１０条 法第９４条第２項及び第１０７条第２項の規定による許可の申請は、開設許可事項変

更許可申請書（様式第９号）により行うものとする。 

（平２４規則５６・追加、平３０規則２２・一部改正） 

（介護老人保健施設等の管理者の承認申請） 

第１１条 法第９５条及び第１０９条の規定による管理者の承認の申請は、管理者承認申請書（様

式第１０号）により行うものとする。 
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（平２４規則５６・追加、平３０規則２２・一部改正） 

（介護老人保健施設等の広告事項の許可申請） 

第１２条 法第９８条第１項第４号及び第１１２条第１項第４号に規定する許可の申請は、広告

事項許可申請書（様式第１１号）により行うものとする。 

（平２４規則５６・追加、平３０規則２２・一部改正） 

（指定介護療養型医療施設の指定の変更申請） 

第１３条 法第１０８条第１項の規定による変更の申請は、指定介護療養型医療施設指定変更申

請書（様式第１２号）により行うものとする。 

（平２４規則５６・追加） 

（滋賀県等への事業者情報の提供） 

第１４条 市長は、指定、許可、指定等の更新又は第７条若しくは第８条に規定する届出の受理

（以下この条において「指定等」という。）をしたときは、滋賀県、滋賀県国民健康保険団体

連合会その他の機関に対して、当該指定等に係る事業所又は施設に関する情報のうち、次に掲

げる事項を提供することができる。 

（１） 当該指定等に係る事業所又は施設の名称及び所在地 

（２） 指定又は指定等の更新をした場合にあっては、当該指定又は指定等の更新の申請者の

名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

（３） 指定又は指定等の更新をした場合にあっては、当該指定又は指定等の更新の年月日 

（４） 事業開始年月日 

（５） 運営規程 

（６） 介護保険事業所番号 

（７） その他市長が必要と認める事項 

（平２４規則５６・旧第９条繰下・一部改正） 

（その他） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、事業者等の指定等に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

（平２１規則１１１・旧第１１条繰上、平２４規則５６・旧第１０条繰下・一部改正） 

附 則 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年５月１日規則第１１１号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日規則第５６号） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 当分の間、改正後の大津市指定居宅サービス事業者等の指定等に関する規則（以下「新規則」

という。）の規定にかかわらず、新規則に規定する申請又は届出においては、滋賀県指定居宅

サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設および指定介護予防サービス事業者

の指定等に関する規則（平成１１年滋賀県規則第５８号）に定める様式による用紙に所要の調

整を加えたものを使用することができる。 

附 則（平成２４年１２月２５日規則第１５４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２５年１月１日から施行する。 

（委員の任期の特例） 

２ この規則の施行の日以後最初に委嘱又は任命される委員の任期は、第３条第３項第３号本文

の規定にかかわらず、平成２７年３月３１日までとする。 

附 則（平成２８年４月１日規則第６０号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正前の大津市指定居宅サービス事業者等の指定等に関する規則の規定により調製した申請

書等は、改正後の大津市指定居宅サービス事業者等の指定等に関する規則の規定にかかわらず、

なお当分の間、使用することができる。 

附 則（平成３０年３月３１日規則第２２号） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にある改正前の大津市指定居宅サービス事業者等の指定等に関する規

則様式第１号、様式第２号及び様式第９号から様式第１１号までの規定により調製した用紙は、

この規則の施行後においてもこれを取り繕って使用することができる。 

附 則（平成３０年１０月１日規則第７７号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にある改正前の大津市指定居宅サービス事業者等の指定等に関する規

則様式第４号又は様式第４号の２の規定により調製した用紙は、この規則の施行後においても

当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則（令和３年４月１日規則第２９号）抄 
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（施行期日） 

第１条 この規則は、公布の日から施行する。 



8/27 

 



9/27 

 



10/27 

 



11/27 

 



12/27 

 



13/27 

 



14/27 

 



15/27 

 



16/27 

 



17/27 

 



18/27 

 



19/27 

 



20/27 

 



21/27 

 



22/27 

 



23/27 

 



24/27 

 



25/27 

 



26/27 

 



27/27 

様式第１号（第３条関係） 

（平２１規則１１１・平２４規則５６・平２８規則６０・平３０規則２２・一部改正） 

様式第２号（第４条関係） 

（平２８規則６０・全改、平３０規則２２・一部改正） 

様式第２号の２（第４条関係） 

（平２８規則６０・追加） 

様式第３号（第６条関係） 

（平２４規則５６・全改） 

様式第４号（第７条関係） 

（平２５規則１５４・全改、平３０規則７７・一部改正） 

様式第４号の２（第７条関係） 

（平２５規則１５４・追加、平３０規則７７・一部改正） 

様式第５号（第７条関係） 

（平２１規則１１１・全改、平２４規則５６・旧様式第４号繰下・一部改正） 

様式第６号（第７条関係） 

（平２１規則１１１・追加、平２４規則５６・旧様式第５号繰下・一部改正） 

様式第７号（第８条関係） 

（平２１規則１１１・旧様式第５号繰下・一部改正、平２４規則５６・旧様式第６号繰

下・一部改正） 

様式第８号（第９条関係） 

（平２４規則５６・追加、平２８規則６０・一部改正） 

様式第９号（第１０条関係） 

（平２４規則５６・追加、平３０規則２２・一部改正） 

様式第１０号（第１１条関係） 

（平２４規則５６・追加、平３０規則２２・一部改正） 

様式第１１号（第１２条関係） 

（平２４規則５６・追加、平３０規則２２・一部改正） 

様式第１２号（第１３条関係） 

（平２４規則５６・追加） 

 


